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　　令和７年３月28日
北海道知事　鈴　木　直　道

北海道規則第14号

　　　 北海道総合政策部の事務処理の特例に関する条例に基づき市町村が処理する事務の範
囲を定める規則の一部を改正する規則

　北海道総合政策部の事務処理の特例に関する条例に基づき市町村が処理する事務の範囲を
定める規則（平成25年北海道規則第67号）の一部を次のように改正する。
　第２条第１号中「２親等」を「３親等」に改める。
　　　附　則

　この規則は、公布の日から施行する。

　北海道空港条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和７年３月28日

北海道知事　鈴　木　直　道
北海道規則第15号

　　　北海道空港条例施行規則の一部を改正する規則
　北海道空港条例施行規則（昭和50年北海道規則第12号）の一部を次のように改正する。
　附則第４項中「令和７年３月31日」を「令和８年３月31日」に改める。
　　　附　則

　この規則は、令和７年４月１日から施行する。

　製菓衛生師法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和７年３月28日

北海道知事　鈴　木　直　道
北海道規則第16号

　　　製菓衛生師法施行細則の一部を改正する規則
　製菓衛生師法施行細則（昭和42年北海道規則第45号）の一部を次のように改正する。
　別記第１号様式中
「
受験番号 ※ 受 付

年 月 日
※ 経 由

保 健 所
※

」

を削り、

「
本　籍 現就業先 所在地

名　称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

を
「

現就業先 所在地
名　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
に改め、同様式の注意中⑴の事項を削り、⑵の事項を⑴の事項とし、⑶の事項を⑵の事項と
する。
　別記第２号様式中「本　籍」を削る。
　別記第４号様式の２の事項の次に次の１事項を加える。
３　麻薬、あへん、大麻又は覚せい剤の中毒者ではありません。
　別記第４号様式（添付書類）中２の事項を削り、３の事項を２の事項とする。
　　　附　則
　（施行期日）
１　この規則は、令和７年４月１日から施行する。
　（経過措置）
２ 　この規則の施行の際現に交付されているこの規則による改正前の製菓衛生師法施行細則
（以下「改正前の規則」という。）別記第２号様式による合格証書は、この規則による改
正後の製菓衛生師法施行細則（以下「改正後の規則」という。）別記第２号様式による合
格証書とみなす。

３ 　この規則の施行の際現に改正前の規則別記第４号様式の規定に基づいて作成されている
用紙がある場合においては、改正後の規則別記第４号様式の規定にかかわらず、当分の
間、必要な調整をして使用することを妨げない。

　児童福祉法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和７年３月28日

北海道知事　鈴　木　直　道
北海道規則第17号
　　　児童福祉法施行細則の一部を改正する規則
　児童福祉法施行細則（昭和32年北海道規則第128号）の一部を次のように改正する。
　　　　　　　　　　　

「被保険者証
等の記号及び
番 号

　　
「医療保険各法
による記号及
び番号

　　　　　　　　　

　別記第１号様式の３中　　　　　　　　を　　　　　　　　に改める。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　」
　　　附　則
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１　この規則は、公布の日から施行する。
２ 　この規則の施行の際に現にこの規則による改正前の児童福祉法施行細則別記第１号様式
の３の規定に基づいて作成されている用紙がある場合においては、この規則による改正後
の児童福祉法施行細則別記第１号様式の３の規定にかかわらず、当分の間使用することを
妨げない。

　北海道有林野の産物売払規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和７年３月28日

北海道知事　鈴　木　直　道
北海道規則第18号
　　　北海道有林野の産物売払規則の一部を改正する規則
　北海道有林野の産物売払規則（昭和36年北海道規則第９号）の一部を次のように改正す
る。
　第39条中「年2.5パーセントの」を「財務規則第175条第１項に規定する」に改める。
　　　附　則
　この規則は、公布の日から施行する。

　北海道下水道事業の財務に関する特例を定める規則の一部を改正する規則をここに公布す
る。
　　令和７年３月28日

北海道知事　鈴　木　直　道
北海道規則第19号
　　　北海道下水道事業の財務に関する特例を定める規則の一部を改正する規則
　北海道下水道事業の財務に関する特例を定める規則（令和２年北海道規則第36号）の一部
を次のように改正する。
　第128条第２項中「、健康保険の被保険者証」を削る。
　　　附　則
　この規則は、公布の日から施行する。

　北海道営住宅条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和７年３月28日

北海道知事　鈴　木　直　道
北海道規則第20号
　　　北海道営住宅条例施行規則の一部を改正する規則
　北海道営住宅条例施行規則（平成９年北海道規則第42号）の一部を次のように改正する。

　別表第１の１の表道公営住宅の部小樽市の項中「1,184」を「1,155」に改め、同部室蘭市
の項中「581」を「519」に改め、同部苫小牧市の項中「869」を「889」に改め、同部函館市
の項中「1,697」を「1,705」に改め、同部旭川市の項中「1,229」を「1,269」に改め、別表
第１の２の表駐車場の部江別市の項中「1,358」を「1,378」に改め、同部小樽市の項中
「958」を「919」に改め、同部室蘭市の項中「260」を「266」に改め、同部苫小牧市の項中
「576」を「596」に改め、同部函館市の項中「1,505」を「1,529」に改め、同部旭川市の項
中「607」を「647」に改める。
　別表第４小樽市の部高島団地駐車場の項を削り、同部に次のように加える。

であえーる稲北団地駐車場 3,160円

　　　附　則
　この規則は、令和７年４月１日から施行する。

告 示

北海道告示第163号
　地方自治法（昭和22年法律第67号）第243条の２第１項の規定により、次のとおり指定公
金事務取扱者を指定した。
　　令和７年３月28日

北海道知事　鈴　木　直　道
１　指定公金事務取扱者の名称
　　株式会社電算システム
２　指定公金事務取扱者の所在地
　　岐阜県岐阜市日置江一丁目58番地
３　指定をした日
　　令和７年３月28日
４　委託をした日
　　令和７年３月13日

北海道告示第164号
　土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）第11条第１項の規定により、特定有害物質によっ
て汚染されており、土地の形質の変更をしようとするときの届出をしなければならない区域
（以下「形質変更時要届出区域」という。）を次のとおり指定する。
　　令和７年３月28日

北海道知事　鈴　木　直　道
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１　形質変更時要届出区域　　山越郡長万部町字静狩241番５の一部（次の図のとおり）
２　特定有害物質の種類　　シアン化合物並びに鉛及びその化合物
　（「次の図」は省略し、その図面を北海道環境生活部環境保全局循環型社会推進課に備え
置いて縦覧に供する。）

北海道告示第165号
　平成30年北海道告示第241号（北海道住宅宿泊事業の実施の制限に関する条例に基づく制
限対象事業実施制限区域の指定）の一部を次のとおり改正し、令和７年４月１日から施行す
る。
　　令和７年３月28日

北海道知事　鈴　木　直　道
　１の表旭川市の項中「　旭川市立旭川第一小学校」、「　旭川市立嵐山小学校」及び「　
旭川市立嵐山中学校」を削る。
　同表芦別市の項中「　芦別市立啓成中学校」を削る。
　同表富良野市の項中「　富良野市立布部小中学校」を削る。
　同表登別市の項中「　登別市立幌別東小学校」を削る。
　同表ニセコ町の項中「北海道インターナショナルスクールニセコ校」の次に「　ＫＩＵア
カデミーニセコ校」を加える。
　同表中富良野町の項中「　中富良野町立旭中小学校　中富良野町立宇文小学校　中富良野
町立西中小学校」を削る。
　同表豊頃町の項中「　豊頃町立豊頃中学校」を削る。
　同表別海町の項中「　別海町立中西別小学校」及び「　別海町立中西別中学校」を削る。
　２の表小樽市の項中「のうち低層専用住宅地区及び集合住宅地区」を削る。

北海道告示第166号
　土地改良法（昭和24年法律第195号）第18条第17項の規定により、空知川上流土地改良区
から、次のとおり役員の就任及び退任の届出があった。
　　令和７年３月28日

北海道知事　鈴　木　直　道
就退任の別 就退任年月日 理事・監事の別 氏 名 住 所
就 任 令和 7. 1. 3 理 事 吉　田　幸　男 富良野市字山部東13線12番地
同 同 同 宍　戸　和　史 同　　市字山部西17線10番地
同 同 同 宮　元　康　彰 同　　市字山部西20線15番地
同 同 同 近　藤　信　一 同　　市字山部東20線12番地
同 同 同 北　村　政　男 同　　市字山部西23線12番地

同 同 同 川　原　一　洋 同　　市字下五区
同 同 同 本　野　直　樹 同　　市字中御料
同 同 同 本　谷　志雅子 同　　市字中五区
同 同 同 鹿　野　博　史 空知郡南富良野町字金山796番地1
同 同 同 長谷川　義　勝 同　郡南富良野町字下金山1576番地
同 同 監 事 宇　治　和　成 富良野市字下五区
同 同 同 中　山　貴　宏 同　　市字山部西19線19番地
退 任 令和 7. 1. 2 理 事 吉　田　幸　男 同　　市字山部東13線12番地
同 同 同 宍　戸　和　史 同　　市字山部西17線10番地
同 同 同 宮　元　康　彰 同　　市字山部西20線15番地
同 同 同 近　藤　信　一 同　　市字山部東20線12番地
同 同 同 榎　本　　　篤 同　　市字山部西24線9番地
同 同 同 後　藤　治　俊 同　　市字下五区
同 同 同 福　永　伸　二 同　　市字中御料
同 同 同 鹿　野　博　史 空知郡南富良野町字金山796番地１
同 同 同 長谷川　義　勝 同　郡南富良野町字下金山1576番地
同 同 監 事 宇　治　和　成 富良野市字下五区
同 同 同 大　島　　　正 同　　市字山部東14線12番地

北海道告示第167号
　土地改良法（昭和24年法律第195号）第30条第２項の規定により、令和７年３月19日、富
良野土地改良区の定款の変更を認可した。
　　令和７年３月28日

北海道知事　鈴　木　直　道

北海道告示第168号
　土地改良法（昭和24年法律第195号）第88条第１項の規定により、道営土地改良（天の川
地区（農業用用排水施設、区画整理））事業の土地改良事業変更計画を定めた。
　その関係書類は、北海道檜山振興局のウェブサイトにおいて、令和７年３月31日から20日
間、一般の縦覧に供する。
　なお、この計画の変更については、縦覧期間満了の日の翌日から起算して15日以内に北海
道知事に審査請求をすることができる。
　また、この計画の変更については、この告示の日の翌日から起算して６か月以内に、北海
道（訴訟において北海道を代表する者は、北海道知事となる。）を被告として、当該計画の
変更の取消しの訴えを提起することができる。
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　　令和７年３月28日
北海道知事　鈴　木　直　道

北海道告示169号
　次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
　　令和７年３月28日

北海道知事　鈴　木　直　道
１　落札に係る物品等の名称及び調達予定数量
　⑴　Ａ重油（JIS　１種１号）（１リットル当たりの単価） 631,000リットル
　⑵　軽　油（JIS　２号）（１リットル当たりの単価） 577,000リットル
　⑶　潤滑油
　　ア　シェルアーギナＳ－２／40又は同等品（１リットル当たりの単価） 14,000リットル
　　イ　シェルガデニヤＳ－３／40又は同等品（１リットル当たりの単価） 14,500リットル
２　落札を決定した日
　　令和７年３月18日
３　落札者の氏名及び住所
　⑴　氏　名　河辺石油株式会社
　⑵　住　所　小樽市稲穂２丁目19番８号
４　落札金額
　⑴　１の⑴　126.5円
　⑵　１の⑵　140.4円
　⑶　１の⑶のア　600.0円
　⑷　１の⑶のイ　580.0円
５　契約の相手方を決定した手続
　　一般競争入札
６　一般競争入札の公告
　　令和７年１月28日付け北海道告示第42号
７　契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
　⑴　名　称　　北海道水産林務部水産局漁業管理課
　⑵　所在地　　札幌市中央区北３条西６丁目

北海道告示第170号
　森林法（昭和26年法律第249号）第25条の２第１項の規定により、次のように保安林を指
定する。
　　令和７年３月28日

北海道知事　鈴　木　直　道
１　保安林の所在場所　　函館市川汲町2085（次の図に示す部分に限る。）
２　指 定 の 目 的　　水源の涵

かん

養
３　指 定 施 業 要 件
　⑴　立木の伐採の方法
　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。
　　イ 　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町

村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種　　次のとおりとする。
　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道渡島総合振
興局産業振興部林務課及び函館市役所に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第171号
　森林法（昭和26年法律第249号）第26条の２第２項の規定により、次のように保安林の指
定を解除する予定である。
　　令和７年３月28日

北海道知事　鈴　木　直　道
１　解除予定保安林の所在場所　 　茅部郡森町字赤井川330の5から330の8まで、331の2、

339の8
２　保安林として指定された目的　　名所又は旧跡の風致の保存
３　解 除 の 理 由　　道路用地とするため
　（「次の図」は、省略し、その図面を北海道渡島総合振興局産業振興部林務課及び森町役
場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第172号
　農林水産大臣から、次のように保安林の指定を解除する予定である旨、森林法（昭和26年
法律第249号）第29条の規定による通知があった。
　　令和７年３月28日

北海道知事　鈴　木　直　道
１　解除予定保安林の所在場所　　広尾郡広尾町（国有林。次の図に示す部分に限る。）
２　保安林として指定された目的　　水源の涵

かん

養
３　解 除 の 理 由　　道路用地とするため
　（「次の図」は、省略し、その図面を北海道水産林務部林務局治山課及び広尾町役場に備
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え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第173号
　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変
更し、同条第２項の規定により道路の供用を開始する。
　その関係図面は、北海道建設部建設政策局維持管理防災課及び北海道後志総合振興局小樽
建設管理部に備え置いて、この告示の日から起算して２週間、一般の縦覧に供する。
　　令和７年３月28日

北海道知事　鈴　木　直　道
１　道路の種類　　道道
２　路 線 名　　然別余市線
３　道路の区域
区 間 変更前後の別 敷地の幅員 延 長 国道等との重複区間
余市郡仁木町砥の川310番１地先から

前
12.77ｍから

78.63m ――同郡仁木町砥の川317番１地先まで 27.28ｍまで

後
19.80ｍから

78.63m ――27.28ｍまで

北海道告示第174号
　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により、次の道路の供用を開始する。
　その関係図面は、北海道建設部建設政策局維持管理防災課及び北海道空知総合振興局札幌
建設管理部に備え置いて、この告示の日から起算して２週間、一般の縦覧に供する。
　　令和７年３月28日

北海道知事　鈴　木　直　道
路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の期日
道道　旭川多度志線 深川市湯内1267番地先から 告示の日

同市湯内1355番１地先まで

北海道告示第175号
　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定により、次のとおり都市計画事
業の事業計画の変更を認可した。
　　令和７年３月28日

北海道知事　鈴　木　直　道
１⑴　施 行 者 の 名 称　　帯広市
　⑵　都市計画事業の種類及び名称　　帯広圏都市計画道路事業（３・４・39号18条通）

　⑶　事 業 施 行 期 間　　令和２年２月21日から令和11年３月31日まで
　⑷　事 業 地 （ 収 用 の 部 分 ）　　変更なし
２⑴　施 行 者 の 名 称　　札幌市
　⑵　都市計画事業の種類及び名称　　札幌圏都市計画道路事業（３・３・83号山本通）
　⑶　事 業 施 行 期 間　　平成26年４月15日から令和８年３月31日まで
　⑷　事 業 地 （ 収 用 の 部 分 ）　　変更なし
３⑴　施 行 者 の 名 称　　北斗市
　⑵ 　都市計画事業の種類及び名称　 　函館圏都市計画道路事業（３・４・205号上磯田園

通）
　⑶　事 業 施 行 期 間　　平成30年７月31日から令和12年３月31日まで
　⑷　事 業 地 （ 収 用 の 部 分 ）　　変更なし
４⑴　施 行 者 の 名 称　　札幌市
　⑵　都市計画事業の種類及び名称　 　札幌圏都市計画道路事業（３・３・７号西７丁目

通）
　⑶　事 業 施 行 期 間　　平成12年８月25日から令和８年３月31日まで
　⑷　事 業 地 （ 収 用 の 部 分 ）　　変更なし
５⑴　施 行 者 の 名 称　　伊達市
　⑵　都市計画事業の種類及び名称　 　室蘭圏都市計画道路事業（３・４・101号南大通及

び３・４・103号停車場通）
　⑶　事 業 施 行 期 間　　令和２年３月13日から令和10年３月31日まで
　⑷　事 業 地 （ 収 用 の 部 分 ）　　変更なし
６⑴　施 行 者 の 名 称　　函館市
　⑵　都市計画事業の種類及び名称　 　函館圏都市計画道路事業（３・４・66号日吉中央通

及び８・５・１号緑園通）
　⑶　事 業 施 行 期 間　　平成30年９月28日から令和10年３月31日まで
　⑷　事 業 地 （ 収 用 の 部 分 ）　　変更なし

総合振興局告示及び振興局告示

北海道十勝総合振興局告示第1007号　
　次のとおり一般競争入札（以下「入札」という。）を実施する。
　なお、この入札に係る調達は、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定
める政令（平成７年政令第372号）の適用を受ける。
　　令和７年３月28日

北海道十勝総合振興局長　野　口　正　浩
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１　入札に付する事項
　⑴　調達をする物品等の名称及び数量
　　ア　 入札番号１　乗用自動車の賃貸借　一式（１月当たりの単価）１台分（建設管理部

建設指導課）
　　イ 　入札番号２　乗用自動車の賃貸借　一式（１月当たりの単価）１台分（産業振興部

林務課）
　　ウ 　入札番号３　乗用自動車の賃貸借　一式（１月当たりの単価）１台分（北海道立帯

広高等技術専門学院）
　　アからウまでについては、それぞれの入札とする。
　⑵　調達をする物品等の仕様等　　入札説明書による。
　⑶　契 約 期 間
　　ア　⑴ の ア　　令和７年９月１日から令和12年８月21日まで
　　イ　⑴のイ及びウ　　令和７年10月１日から令和12年９月20日まで
　 　なお、この契約は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条の３に規定する長期継
続契約であるので、この契約に要する経費の歳入歳出予算の減額又は削除があった場合に
は、この契約を解除することができる旨の特約を付している。
　⑷　納 入 場 所　　入札説明書による。
２　入札に参加する者に必要な資格
　　次のいずれにも該当すること。
　⑴　令和７年度に有効な道の競争入札参加資格のうち物品の賃貸借の資格を有すること。
　⑵　道が行う指名競争入札に関する指名を停止されていないこと。
　⑶ 　暴力団関係事業者等であることにより、道が行う競争入札への参加を除外されてい　

ないこと。
　⑷ 　当該調達をする物品等に関し、迅速なアフターサービス・メンテナンスの体制が整　

備されていることを証明した者であること。
　⑸ 　当該調達をする物品等に関し、要求仕様書に記載の要件を満たしていることを証明　

した者であること。
３　条件付一般競争入札参加資格の審査
　⑴ 　この入札は、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５の２の規定によ

る条件付一般競争入札であるので、入札に参加しようとする者は、アからウまでに定め
るところにより、２の⑷及び⑸に掲げる資格を有するかどうかの審査を申請しなければ
ならない。

　　ア　申 請 の 時 期　 　令和７年３月28日（金）から同年５月２日（金）まで（日曜
日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178
号）に規定する休日を除く。）の毎日午前９時から午後５時

（最終日は午後２時）まで
　　イ　申 請 の 方 法　 　申請書類の提出先の指示により作成した申請書類を提出しな

ければならない。
　　ウ　申請書類の提出先　　郵便番号 080－8588　帯広市東３条南３丁目１番地
　　　　　　　　　　　　　　北海道十勝総合振興局総務課
　⑵　審査を行ったときは、審査結果を申請者に通知する。
４　契約条項を示す場所
　　北海道十勝総合振興局総務課
５　入札執行の場所及び日時
　⑴　入 札 場 所　 　帯広市東３条南３丁目１番地　十勝合同庁舎４階Ｃ会議室

（送付による場合は、郵便番号 080－8588　帯広市東３条南３
丁目１番地　北海道十勝総合振興局総務課）

　⑵　入 札 日 時　 　令和７年５月９日（金）午前11時（送付による場合は、同月
８日（木）午後５時までに必着）

　⑶　開 札 場 所　　⑴に同じ。
　⑷　開 札 日 時　　⑵に同じ。
６　入 札 保 証 金
　　平成16年北海道告示第448号の１の⑴による。
７　一連の調達契約に関する事項
　 　この契約による調達後において調達が予定される物品等の名称、数量及びその入札の公
告の予定時期

　⑴　ア　名 称 及 び 数 量　　乗用自動車　12台
　　　イ　予 定 時 期　　令和７年８月頃
　⑵　ア　名 称 及 び 数 量　　乗用自動車　６台
　　　イ　予 定 時 期　　令和８年２月頃
８　入札説明書の交付に関する事項
　⑴　交 　 付 　 場 　 所　　４に同じ。
　⑵　交 　 付 　 方 　 法　　⑴の場所で交付する。
　　　　　　　　　　　　　 　なお、郵送による交付を希望する場合は、Ａ４判用紙が入る

返信用封筒（宛先を明記したもの）及び重量250グラムに見合
う郵便料金に相当する郵便切手又は国際返信切手券を添えて、
契約に関する事務を担当する組織に申し込むこと。

　　　　　　　　　　　　　 　また、北海道十勝総合振興局のホームページ（ h t t p s : / /
www.tokachi.pref.hokkaido.lg.jp/ts/sum/kki/kaikei/nyusatu-
info.html）においてダウンロードすることができる。
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９　落札者の決定方法及び契約書作成の要否
　 　落札者の決定方法は次によることとし、契約書の作成は要する。（落札者は、落札決定
後速やかに契約の締結方法について、書面で行うか契約内容を記録した電磁的記録で行う
かを申し出ること。）
　 　北海道財務規則（昭和45年北海道規則第30号）第151条第１項の規定により定めた予定
価格（１月当たりの単価）の制限の範囲内で最低の価格（１月当たりの単価）をもって入
札（有効な入札に限る。）をした者を落札者とする。
　 　なお、再度の入札に付し落札者がないときは、地方自治法施行令第167条の２第１項第
８号の規定により随意契約によることとし、入札参加者のうち入札金額が最低である者か
ら見積書を徴する。
10　落札者と契約の締結を行わない場合
　 　落札者が暴力団関係事業者等であることにより道が行う公共事業等から除外する措置を
講ずることとされた場合は、当該落札者とは契約の締結を行わない。
11　そ の 他
　 　平成16年北海道告示第448号の４の⑵、⑶、⑸、⑻、⑾、⑿及び⒁から⒃までによるほ
か、次による。
　　契約に関する事務を担当する組織
　⑴　名 称　　北海道十勝総合振興局総務課
　⑵　所 在 地　　郵便番号 080－8588　帯広市東３条南３丁目１番地
　⑶　電 話 番 号　　0155－27－8508
12　Summary
　Ａ　Nature and quantity of the products to be procured : 
　　ａ　Lease of Car No.1 1 set
　　ｂ　Lease of Car No.2 1 set
　　ｃ　Lease of Car No.3 1 set
　Ｂ　Bid tendering date and time : 11 : 00 A.M., May 9, 2025
　　　(If mailed, bids must arrive no later than 5 : 00 P.M., May 8, 2025)
　Ｃ　 Contact : Administrative Division, Tokachi General Subprefectural Bureau, Hokkaido 

Government, Higashi 3-jo Minami 3-chome 1, Obihiro, Hokkaido 080-8588 Japan
　　　Phone : 0155-27-8508

北海道十勝総合振興局告示第1008号
　次のとおり一般競争入札（以下「入札」という。）を実施する。
　なお、この入札に係る調達は、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定
める政令（平成７年政令第372号）の適用を受ける。

　　令和７年３月28日
北海道十勝総合振興局長　野　口　正　浩

１　入札に付する事項
　⑴　調達をする物品等の名称及び数量
　　ア 　入札番号１　貨物兼乗用自動車（農業改良普及センター南部支所）１台（交換契約

により貨物兼乗用自動車１台を契約の相手方に供し、貨物兼乗用自動車１台を契約の
相手方から調達する。）

　　イ 　入札番号２　貨物兼乗用軽自動車（農業改良普及センター本所ほか）３台（交換契
約により貨物兼乗用自動車３台を契約の相手方に供し、貨物兼乗用軽自動車３台を契
約の相手方から調達する。）

　　ウ 　入札番号３　貨物兼乗用自動車（産業振興部調整課ほか）３台（交換契約により貨
物兼乗用自動車３台を契約の相手方に供し、貨物兼乗用自動車３台を契約の相手方か
ら調達する。）

　　アからウまでについては、それぞれの入札とする。
　⑵　調達をする物品等の仕様等　　仕様書による。
　⑶　納 入 期 限
　　ア　⑴のア　令和７年９月30日（火）
　　イ　⑴のイ　令和７年９月10日（水）
　　ウ　⑴のウ　令和７年９月10日（水）
　⑷　納 入 場 所　　入札説明書による。
２　入札に参加する者に必要な資格
　　次のいずれにも該当すること。
　⑴　令和７年度に有効な道の競争入札参加資格のうち物品の購入の資格を有すること。
　⑵　道が行う指名競争入札に関する指名を停止されていないこと。
　⑶ 　暴力団関係事業者等であることにより、道が行う競争入札への参加を除外されていな

いこと。
　⑷ 　当該調達をする物品等に関し、仕様書に記載の要件を満たしていることを証明した者

であること。
３　条件付一般競争入札参加資格の審査
　⑴ 　この入札は、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５の２の規定によ

る条件付一般競争入札であるので、入札に参加しようとする者は、アからウまでに定め
るところにより、２の⑷に掲げる資格を有するかどうかの審査を申請しなければならな
い。

　　ア　申 請 の 時 期　 　令和７年３月28日（金）から同年５月２日（金）まで（日曜
日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178
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号）に規定する休日を除く。）の毎日午前９時から午後５時
（最終日は午後２時）まで

　　イ　申 請 の 方 法　 　申請書類の提出先の指示により作成した申請書類を提出しな
ければならない。

　　ウ　申請書類の提出先　　郵便番号 080－8588　帯広市東３条南３丁目１番地
　　　　　　　　　　　　　　北海道十勝総合振興局総務課
　⑵　審査を行ったときは、審査結果を申請者に通知する。
４　契約条項を示す場所
　　北海道十勝総合振興局総務課
５　入札執行の場所及び日時
　⑴　入 札 場 所　 　帯広市東３条南３丁目１番地　十勝合同庁舎４階Ｃ会議室

（送付による場合は、郵便番号 080－8588　帯広市東３条南３
丁目１番地　北海道十勝総合振興局総務課）

　⑵　入 札 日 時　 　令和７年５月９日（金）午前10時（送付による場合は、同月
８日（木）午後５時までに必着）

　⑶　開 札 場 所　　⑴に同じ。
　⑷　開 札 日 時　　⑵に同じ。
６　入 札 保 証 金
　　平成16年北海道告示第448号の１の⑴による。
７　一連の調達契約に関する事項
　 　この契約による調達後において調達が予定される物品等の名称、数量及びその入札の公
告の予定時期
　⑴　ア　名 称 及 び 数 量　　乗用自動車　12台
　　　イ　予 定 時 期　　令和７年８月頃
　⑵　ア　名 称 及 び 数 量　　乗用自動車　６台
　　　イ　予 定 時 期　　令和８年２月頃
８　入札説明書の交付に関する事項
　⑴　交 付 場 所　　４に同じ。
　⑵　交 付 方 法　　⑴の場所で交付する。
　　　　　　　　　　　　　 　なお、郵送による交付を希望する場合は、Ａ４判用紙が入る

返信用封筒（宛先を明記したもの）及び重量250グラムに見合
う郵便料金に相当する郵便切手又は国際返信切手券を添えて、
契約に関する事務を担当する組織に申し込むこと。

　　　　　　　　　　　　　 　また、北海道十勝総合振興局のホームページ（ h t t p s : / /
www.tokachi.pref.hokkaido.lg.jp/ts/sum/kki/kaikei/nyusatu-

info.html）においてダウンロードすることができる。
９　落札者の決定方法及び契約書作成の要否
　　平成16年北海道告示第448号の２の⑵のア及び３の⑵による。
10　落札者と契約の締結を行わない場合
　 　落札者が暴力団関係事業者等であることにより道が行う公共事業等から除外する措置を
講ずることとされた場合は、当該落札者とは契約の締結を行わない。

11　そ の 他
　 　平成16年北海道告示第448号の４の⑵、⑶、⑺、⑻、⑾、⑿及び⒁から⒃までによるほ
か、次による。

　　契約に関する事務を担当する組織
　⑴　名 称　　北海道十勝総合振興局総務課
　⑵　所 在 地　　郵便番号 080－8588　帯広市東３条南３丁目１番地
　⑶　電 話 番 号　　0155－27－8508
12　Summary
　Ａ　Nature and quantity of the products to be procured :
　　ａ　Exchange of Car No.1 1set
　　ｂ　Exchange of Car No.2 3sets
　　ｃ　Exchange of Car No.3 3sets
　Ｂ　Bid tendering date and time : 10 : 00 A.M., May 9, 2025
　　　(If mailed, bids must arrive no later than 5 : 00 P.M., May 8, 2025)
　Ｃ　 Contact : Administrative Division, Tokachi General Subprefectural Bureau, Hokkaido 

Government, Higashi 3-jo Minami 3-chome 1, Obihiro, Hokkaido 080-8588 Japan
　　　Phone : 0155-27-8508

道 企 業 管 理 規 程

　北海道公営企業管理者が保有する個人情報の保護に関する規程の一部を改正する規
程を次のように定める。
　　令和７年３月28日

北海道公営企業管理者　天　沼　宇　雄
北海道企業管理規程第１号
　　　北海道公営企業管理者が保有する個人情報の保護に関する規程の一部を改正する規程
　北海道公営企業管理者が保有する個人情報の保護に関する規程（平成６年北海道企業管理
規程第７号）の一部を次のように改正する。
　第１条中「北海道個人情報保護条例（平成６年北海道条例第２号。以下「条例」という。）」
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を「個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年北海道条例第33号）」に改める。
　第２条中「知事が保有する個人情報の保護等に関する規則（平成６年北海道規則第97号）」
を「個人情報の保護に関する法律施行細則（令和５年北海道規則第26号）」に改める。
　　　附　則
　　この規程は、令和７年４月１日から施行する。

道 病 院 事 業 管 理 規 程

　北海道病院事業職員給与規程の一部を改正する規程をここに公布する。
　　令和７年３月28日

北海道病院事業管理者　鈴　木　信　寛
北海道病院事業管理規程第２号
　　　北海道病院事業職員給与規程の一部を改正する規程
　北海道病院事業職員給与規程（平成29年病院事業管理規程第15号）の一部を次のように改
正する。
　第７条第１項中「第13条の２まで」を「第13条の３まで」に改め、同項に次の１号を加え
る。
　⒀　診療看護業務手当
　第13条の２第３項中「道職員特殊勤務条例」を「道職員特殊勤務手当条例」に改め、同条
の次に次の１条を加える。
　（診療看護業務手当）
第 13条の３　診療看護業務手当は、江差病院及び羽幌病院に勤務する保健師、助産師及び看
護師が本務として管理者が定める特定行為（保健師助産師看護師法（昭和23年法律第203
号）第37条の２第２項第１号に規定する特定行為をいう。）及び看護業務に従事したときに
支給する。
　２　診療看護業務手当は、月額とし、１月につき６万円とする。
　３　診療看護業務手当の支給方法については、前条第３項の規定を準用する。
　第17条中「及び救急看護業務手当」を「、救急看護業務手当及び診療看護業務手当」に改
める。
　　　附　則
　この規程は、令和７年４月１日から施行する。

道 教 育 庁 教 育 局 告 示

北海道教育庁石狩教育局告示第79号

　次のとおり一般競争入札により相手方を決定した。
　　令和７年３月28日

北海道教育庁石狩教育局長　田　中　賢　一
１　落札に係る物品等の名称及び数量
　⑴ 　複写機等の賃貸借（点検、調整及び消耗品（用紙及びステープル針を除く。）の供給

を含む。）一式（１月当たりの単価及び１枚当たりの単価）Ａ地区　13台及び１月当た
り　157,360枚

　⑵ 　複写機等の賃貸借（点検、調整及び消耗品（用紙及びステープル針を除く。）の供給
を含む。）一式（１月当たりの単価及び１枚当たりの単価）Ｂ地区　15台及び１月当た
り　167,906枚

２　落札を決定した日
　　令和７年３月７日
３　落札者の氏名及び住所
　⑴　氏　名　　株式会社玉柳
　⑵　住　所　　小樽市入船３丁目16番18号
４　落札金額
　⑴　１の⑴　基本料金 0円
　　　１枚当たりの複写料金　　1.36円
　⑵　１の⑵　基本料金 0円
　　　１枚当たりの複写料金　　1.36円
５　契約の相手方を決定した手続
　　一般競争入札
６　一般競争入札の公告
　　令和７年１月24日付け北海道教育庁石狩教育局告示第38号
７　契約に関する事務を担当する組織
　⑴　名　称　　北海道教育庁石狩教育局道立学校運営支援室
　⑵　所在地　　札幌市中央区北３条西７丁目

北海道教育庁胆振教育局告示第30号
　次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
　　令和７年３月28日

北海道教育庁胆振教育局長　髙　橋　宏　明
１　落札に係る物品等の名称及び調達予定数量
　⑴　Ａ重油（伊達・虻田地区）（１リットル当たりの単価） 224,000リットル
　⑵　Ａ重油（室蘭Ａ地区）（１リットル当たりの単価） 284,000リットル
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　⑶　Ａ重油（室蘭Ｂ・登別地区）（１リットル当たりの単価） 168,000リットル
　⑷　Ａ重油（苫小牧Ａ・白老地区）（１リットル当たりの単価）　　81,000リットル
　⑸　Ａ重油（苫小牧Ｂ地区）（１リットル当たりの単価） 190,000リットル
　⑹　Ａ重油（安平・厚真地区）（１リットル当たりの単価） 45,000リットル
　⑺　Ａ重油（むかわ地区）（１リットル当たりの単価） 49,000リットル
２　落札を決定した日
　　令和７年３月17日
３　落札者の氏名及び住所
　⑴　１の⑴、⑵及び⑶
　　　　ア　氏　名　　北海道エナジティック株式会社
　　　　イ　住　所　　札幌市白石区東札幌３条１丁目１番18号
　⑵　１の⑷
　　　　ア　氏　名　　株式会社たいせい
　　　　イ　住　所　　苫小牧市字錦岡80番地16
　⑶　１の⑸及び⑹
　　　　ア　氏　名　　カメイ株式会社
　　　　イ　住　所　　宮城県仙台市青葉区国分町３丁目１番18
　⑷　１の⑺
　　　　ア　氏　名　　北海道エネルギー株式会社
　　　　イ　住　所　　札幌市中央区北１条東３丁目３番地
４　落札金額
　⑴　１の⑴　92円20銭
　⑵　１の⑵　91円90銭
　⑶　１の⑶　91円90銭
　⑷　１の⑷　94円80銭
　⑸　１の⑸　92円50銭
　⑹　１の⑹　92円90銭
　⑺　１の⑺　103円70銭
５　契約の相手方を決定した手続
　　一般競争入札
６　一般競争入札の公告
　　令和７年２月４日付け北海道教育庁胆振教育局告示第６号
７　契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
　⑴　名　称　　北海道教育庁胆振教育局道立学校運営支援室

　⑵　所在地　　室蘭市海岸町１丁目４番１号

北海道教育庁日高教育局告示第24号
　次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
　　令和７年３月28日

北海道教育庁日高教育局長　行　徳　義　朗
１　落札に係る物品等の名称及び調達予定数量
　⑴　Ａ重油（浦河町地区）（１リットル当たりの単価）　　　　45,000リットル
　⑵　Ａ重油（新ひだか町地区）（１リットル当たりの単価）　　85,300リットル
　⑶　Ａ重油（日高町地区）（１リットル当たりの単価）　　　　34,700リットル
　⑷　Ａ重油（平取町地区）（１リットル当たりの単価）　　　 146,100リットル
２　落札を決定した日
　　令和７年３月７日
３　落札者の氏名及び住所
　⑴　１の⑴
　　　　ア　氏　名　　株式会社サトウ商会
　　　　イ　住　所　　浦河郡浦河町字白泉49番地
　⑵　１の⑵
　　　　ア　氏　名　　株式会社三輪電気商会
　　　　イ　住　所　　日高郡新ひだか町静内御幸町３丁目１番75号
　⑶　１の⑶
　　　　ア　氏　名　　室蘭石油株式会社
　　　　イ　住　所　　室蘭市中央町４丁目２番２号
　⑷　１の⑷
　　　　ア　氏　名　　静内石油株式会社
　　　　イ　住　所　　日高郡新ひだか町静内吉野町１丁目１番41号
４　落札金額
　⑴　１の⑴　124円30銭
　⑵　１の⑵　123円64銭
　⑶　１の⑶　126円50銭
　⑷　１の⑷　123円20銭
５　契約の相手方を決定した手続
　　一般競争入札
６　一般競争入札の公告
　　令和７年１月24日付け北海道教育庁日高教育局告示第２号
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７　契約に関する事務を担当する組織
　⑴　名　称　　北海道教育庁日高教育局道立学校運営支援室
　⑵　所在地　　浦河郡浦河町栄丘東通56号

北海道教育庁渡島教育局告示第34号
　次のとおり随意契約の相手方を決定した。
　　令和７年３月28日

北海道教育庁渡島教育局長　山　下　幹　雄
１　随意契約に係る物品等の名称及び調達予定数量
　　Ａ重油（１リットル当たりの単価）　　840,500リットル
２　随意契約の相手方を決定した日
　　令和７年３月11日
３　随意契約の相手方の氏名及び住所
　⑴　氏　名　　北日本石油株式会社
　⑵　住　所　　東京都中央区日本橋蛎殻町１丁目28番５号
４　随意契約に係る契約金額
　　137円50銭
５　契約の相手方を決定した手続
　　随意契約
６　随意契約によった理由
　　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の２第１項第８号の規定による。
７　契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
　⑴　名　称　　北海道教育庁渡島教育局実習船管理室
　⑵　所在地　　函館市美原４丁目６番16号

道 人 事 委 員 会 規 則

　個人情報の保護に関する法律の施行に関する北海道人事委員会規則の一部を改正する規則
をここに公布する。
　　令和７年３月28日

北海道人事委員会委員長　織　田　　　亨
北海道人事委員会規則２－66
　　 　個人情報の保護に関する法律の施行に関する北海道人事委員会規則の一部を改正する

規則
　個人情報の保護に関する法律の施行に関する北海道人事委員会規則（北海道人事委員会規

則２－63）の一部を次のように改正する。
　別記第３号様式、別記第13号様式及び別記第20号様式中「□健康保険被保険者証」を削
る。
　　　附　則
　この規則は、令和７年４月１日から施行する。

　職員の定年等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和７年３月28日

北海道人事委員会委員長　織　田　　　亨
北海道人事委員会規則６－61
　　　職員の定年等に関する規則の一部を改正する規則
　職員の定年等に関する規則（北海道人事委員会規則６－11）の一部を次のように改正する。
　第９条第１号中「研究部長、学芸主幹」を「事業部長、展示・資料課長、研究交流課長及
び教育・広報課長」に改める。
　　　附　則
　この規則は、令和７年４月１日から施行する。

　管理職手当に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和７年３月28日

北海道人事委員会委員長　織　田　　　亨　
北海道人事委員会規則７－1472
　　　管理職手当に関する規則の一部を改正する規則
　管理職手当に関する規則（北海道人事委員会規則７－267）の一部を次のように改正する。

　別表第１アの表総合振興局及び振興局の項中「空港管理事務所長」を
「空港管理事務所長
中標津空港管理事

　　　　　　　「建設管理部出張所事業所長
務所次長」

に、
　空港管理事務所次長　　　」

を「空港管理事務所次長（中標津空港管理事

務所次長を除く。）」に改め、同表北海道博物館の項中「研究部長」を「事業部長」に、
「学芸主幹　

を「課長」に改め、同表漁業研修所の項中
　研究主幹」
「
所長 １種
副所長 ３種
課長 ５種
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 」
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「
所長 １種
課長 ５種

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 」
に改める。

　　　
　　　附　則
　この規則は、令和７年４月１日から施行する。

　特地勤務手当等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和７年３月28日

北海道人事委員会委員長　織　田　　　亨
北海道人事委員会規則７－1473
　　　特地勤務手当等に関する規則の一部を改正する規則
　特地勤務手当等に関する規則（北海道人事委員会規則７－357）の一部を次のように改正
する。
　別表イの表札幌の項中
「
蘭越町港町 倶知安警察署港駐在所
喜茂別町字鈴川 倶知安警察署鈴川駐在所 　を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
「
蘭越町港町 倶知安警察署港駐在所 」

に改め

る。
　　　附　則
　この規則は、令和７年４月１日から施行する。

　初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和７年３月28日

北海道人事委員会委員長　織　田　　　亨
北海道人事委員会規則７－1474
　　　初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の一部を改正する規則
　初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則（北海道人事委員会規則７－405）の一部を次
のように改正する。
　別表第１アの表５級の部総合振興局及び振興局の項中「、建設管理部出張所事業所長又は
建設管理部空港管理事務所次長」を「又は建設管理部空港管理事務所次長（６級の項に掲げ
る職務を除く。）」に改め、同表６級の部総合振興局及び振興局の項中「建設管理部空港管
理事務所長」の次に「、中標津空港管理事務所次長」を加え、同表７級の部部に属する出先
機関の項中「、漁業研修所副所長」を削り、同部警察学校の項中「課長」を「部次長、課長」

に改める。
　別表第１カの表３級の部部に属する出先機関の項中「又は北海道博物館研究主査」を「、
北海道博物館学芸主査又は北海道博物館研究主査」に改め、同表４級の部中
「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
知事 部に属す

る出先機
関

北海道博物館研究主幹の職務

教育委員
会

本庁 学芸主幹の職務
所管機関 近代美術館学芸統括官又は教育研究所研究主幹の職

務

　
を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
「
教育委員
会

本庁 学芸主幹の職務
所管機関 近代美術館学芸統括官又は教育研究所研究主幹の職

務

　に改める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
　　　附　則
　この規則は、令和７年４月１日から施行する。

　北海道職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和７年３月28日

北海道人事委員会委員長　織　田　　　亨
北海道人事委員会規則13－114
　　　北海道職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則
　北海道職員の勤務時間、休暇等に関する規則（北海道人事委員会規則13－42）の一部を次
のように改正する。
　第５条の３中「第６条の２の２第４項」を「第６条の２の２第３項」に改める。
　第11条第１項第15号中「子の看護休暇」を「子育て支援休暇」に、「看護（」を「看護等
（」に、「又は」を「、」に、「を行う」を「若しくは学校保健安全法（昭和33年法律第56号）
第20条の規定による学校の休業その他これに準ずるものとして人事委員会が定める事由に伴
うその子の世話を行うこと又はその子の教育若しくは保育に係る行事その他人事委員会が定
めるものに参加する」に改め、「（その子が中学校就学の始期に達している場合にあっては、
医師の指示があるときに限る。）」を削る。
　　　附　則
　この規則は、令和７年４月１日から施行する。

　北海道学校職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
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　　令和７年３月28日
北海道人事委員会委員長　織　田　　　亨

北海道人事委員会規則13－115
　　　北海道学校職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則
　北海道学校職員の勤務時間、休暇等に関する規則（北海道人事委員会規則13－43）の一部
を次のように改正する。
　第５条の３中「第６条の２の２第４項」を「第６条の２の２第３項」に改める。
　第11条第１項第15号中「子の看護休暇」を「子育て支援休暇」に、「看護（」を「看護等
（」に、「又は」を「、」に、「を行う」を「若しくは学校保健安全法第20条の規定による学
校の休業その他これに準ずるものとして人事委員会が定める事由に伴うその子の世話を行う
こと又はその子の教育若しくは保育に係る行事その他人事委員会が定めるものに参加する」
に改め、「（その子が中学校就学の始期に達している場合にあっては、医師の指示があるとき
に限る。）」を削る。
　　　附　則
　この規則は、令和７年４月１日から施行する。

　管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和７年３月28日

北海道人事委員会委員長　織　田　　　亨
北海道人事委員会規則14－86
　　　管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則
　管理職員等の範囲を定める規則（北海道人事委員会規則14－１）の一部を次のように改正
する。
　別表議会事務局の項中「秘書室の主査」を「秘書係長」に改め、同表知事部局の部本庁の
項中「イノベーション推進監　職員監　危機管理監」を「職員監　危機管理監　イノベーシ
ョン推進監」に、「次世代社会戦略監　地域振興監」を「地域振興監」に、「ゼロカーボン
推進監」を「ゼロカーボン推進監　次世代社会戦略監」に、「改革推進課」を「行政マネジ
メント推進課」に改め、同部総合振興局の項中「社会福祉課主幹」を「社会福祉課の主幹及
び課室長」に、「建設管理部の出張所長及び事業所長　建設管理部出張所の次長」を「建設
管理部出張所の所長、次長」に改め、同部北海道博物館の項中「担当副館長　部長」を「部
長」に、「主幹　学芸主幹　研究主幹」を「副センター長　課長」に改め、同部漁業研修所
の項中「所長　副所長」を「所長」に改める。
　　　附　則
　この規則は、令和７年４月１日から施行する。

　公益的法人等への北海道職員等の派遣等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布
する。
　　令和７年３月28日

北海道人事委員会委員長　織　田　　　亨
北海道人事委員会規則16－44
　　　公益的法人等への北海道職員等の派遣等に関する規則の一部を改正する規則
　公益的法人等への北海道職員等の派遣等に関する規則（北海道人事委員会規則16－１）の
一部を次のように改正する。
　別表第１中７の項を次のように改める。
７　公益社団法人北海道観光機構
　別表第１中11の項から13の項までを削り、14の項を11の項とし、15の項を12の項とし、16
の項を13の項とし、同項の次に次の１項を加える。
14　独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構
　別表第１中17の項を15の項とし、18の項から23の項までを２項ずつ繰り上げる。
　　　附　則
　この規則は、令和７年４月１日から施行し、この規則による改正後の公益的法人等への北
海道職員等の派遣等に関する規則別表第１の７の項の規定は、令和６年６月24日から適用す
る。

　北海道職員の退職管理に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和７年３月28日

北海道人事委員会委員長　織　田　　　亨
北海道人事委員会規則23－12
　　　北海道職員の退職管理に関する規則の一部を改正する規則
　北海道職員の退職管理に関する規則（北海道人事委員会規則23－０）の一部を次のように
改正する。
　別表知事部局の項中「イノベーション推進監　職員監　危機管理監」を「職員監　危機管
理監　イノベーション推進監」に、「次世代社会戦略監　地域振興監」を「地域振興監」に、
「ゼロカーボン推進監」を「ゼロカーボン推進監　次世代社会戦略監」に改める。
　　　附　則
　この規則は、令和７年４月１日から施行する。

道 監 査 委 員 公 表

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第５項の規定により実施した令和６年度に
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係る随時監査（工事）の結果に基づき講じた措置について、同条第14項の規定により、知
事から通知があったので、同項の規定により、次のとおり公表する。
　なお、「次のとおり」については、北海道監査委員事務局総括監査課、北海道総務部行政
局文書課行政情報センター並びに各総合振興局及び振興局（石狩振興局を除く。）の行政情
報コーナーに備え置いて一般の縦覧に供するほか、北海道監査委員事務局のホームページ
（URL https://www.pref.hokkaido.lg.jp/kj/skk/）から閲覧することができる。
　　令和７年３月28日

北海道監査委員　中　野　秀　敏
北海道監査委員　沖　田　清　志
北海道監査委員　深　瀨　　　聡
北海道監査委員　佐　藤　則　子

道 公 安 委 員 会 規 則

　個人情報の保護に関する法律の施行に関する公安委員会規則の一部を改正する規則をここ
に公布する。
　　令和７年３月28日

北海道公安委員会委員長　吉　本　淳　一
北海道公安委員会規則第７号
　　　個人情報の保護に関する法律の施行に関する公安委員会規則の一部を改正する規則
　個人情報の保護に関する法律の施行に関する公安委員会規則（令和５年北海道公安委員会
規則第５号）の一部を次のように改正する。
　別記第３号様式、別記第16号様式及び別記第23号様式中
「
⑵　請求者本人確認書類
　□運転免許証　□健康保険被保険者証
　□個人番号カード又は住民基本台帳カード（住所の記載があるもの）
　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　※　請求書を送付して請求する場合には、住民票の写し等も添付してください。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
を
「
⑵　請求者本人確認書類
　□運転免許証
　□個人番号カード又は住民基本台帳カード（住所の記載があるもの）
　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　※　請求書を送付して請求する場合には、住民票の写し等も添付してください。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

に改める。
　　　附　則
　この規則は、令和７年４月１日から施行する。

道 公 安 委 員 会 告 示

北海道公安委員会告示第65号
　北海道公安委員会公印規程の一部を改正する規程を次のように定める。
　　令和７年３月28日

北海道公安委員会委員長　吉　本　淳　一
　　　北海道公安委員会公印規程の一部を改正する規程
　北海道公安委員会公印規程（昭和54年北海道公安委員会告示第48号）の一部を次のように
改正する。
　第４条中「公印台帳（別記様式）に」を削る。
　別記様式を削る。
　　　附　則
　（施行期日）
１　この規程は、令和７年４月１日から施行する。
　（経過措置）
２ 　この規程の施行の日前にこの規程よる改正前の北海道公安委員会公印規程の規定により
保管し、又は保存している文書の取扱いについては、なお従前の例による。

道 警 察 本 部 告 示

北海道警察本部告示第179号
　個人情報の保護に関する法律の施行に関する北海道警察本部規程の一部を改正する規程を
次のように定める。
　　令和７年３月28日

北海道警察本部長　伊　藤　泰　充
　　　 個人情報の保護に関する法律の施行に関する北海道警察本部規程の一部を改正する規

程
　個人情報の保護に関する法律の施行に関する北海道警察本部規程（令和５年北海道警察本
部告示第190号）の一部を次のように改正する。
　別記第３号様式、別記第16号様式及び別記第23号様式中
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「
⑵　請求者本人確認書類
　□運転免許証　□健康保険被保険者証
　□個人番号カード又は住民基本台帳カード（住所の記載があるもの）
　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　※　請求書を送付して請求する場合には、住民票の写し等も添付してください。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
を
「
⑵　請求者本人確認書類
　□運転免許証
　□個人番号カード又は住民基本台帳カード（住所の記載があるもの）
　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　※　請求書を送付して請求する場合には、住民票の写し等も添付してください。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
に改める。
　　　附　則
　この規程は、令和７年４月１日から施行する。

北海道警察本部告示第180号
　次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
　　令和７年３月28日

北海道警察本部長　伊　藤　泰　充
１　落札に係る物品等の名称及び調達予定数量
　⑴　自動車ガソリン（ＪＩＳ１号）（１リットル当たりの単価） 109,000リットル
　⑵　自動車ガソリン（ＪＩＳ２号）（１リットル当たりの単価） 597,000リットル
　⑶　軽油（ＪＩＳ各号）（１リットル当たりの単価） 95,000リットル
　⑷ 　ガソリンエンジン用オイル（ＳＮ級以上のマルチグレードタイプ）（１リットル当た

りの単価） 3,200リットル
　⑸ 　ディーゼルエンジン用オイル（ＣＦ級以上のマルチグレードタイプ）（１リットル当

たりの単価） 900リットル
２　落札者を決定した日
　　令和７年３月10日
３　落札者の氏名及び住所
　⑴　氏　名　　北海道エネルギー株式会社
　⑵　住　所　　札幌市中央区北１条東３丁目３番地
４　落札金額
　⑴　１の⑴　  191円

　⑵　１の⑵　  179円
　⑶　１の⑶　  166円
　⑷　１の⑷　1,600円
　⑸　１の⑸　1,400円
５　契約の相手方を決定した手続
　　一般競争入札
６　一般競争入札の公告
　　令和７年１月21日付け北海道警察本部告示第16号
７　契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
　⑴　名　称　　北海道警察本部総務部装備課
　⑵　所在地　　札幌市中央区北２条西７丁目

道 方 面 公 安 委 員 会 告 示

北海道函館方面公安委員会告示第19号
　北海道函館方面公安委員会公印規程の一部を改正する規程を次のように定める。
　　令和７年３月28日

北海道函館方面公安委員会委員長　齋　藤　利　仁
　　　北海道函館方面公安委員会公印規程の一部を改正する規程
　北海道函館方面公安委員会公印規程（昭和54年北海道函館方面公安委員会告示第26号）の
一部を次のように改正する。
　第４条中「公印台帳（別記様式）に」を削る。
　　　　　　　　「

専

用

公

印

北海道函
館方面公
安委員会
印

てん書 方　4.5

てん書 方　12

北 海 道
函 館 方
面 公 安
委 員 会 印

北 海 道
函 館 方
面 公 安
委 員 会 印

　　　　

　別表中　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を
　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
　　　　　　　　「

専

用

公

印

北海道函
館方面公
安委員会
印

てん書 方　4.5

てん書 方　12

北 海 道
函 館 方 面
公 安 委
員 会 印

北 海 道
函 館 方 面
公 安 委
員 会 印

　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に改める。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
　別記様式を削る。
　　　附　則
　（施行期日）
１　この規程は、令和７年４月１日から施行する。
　（経過措置）
２ 　この規程の施行の日前にこの規程による改正前の北海道函館方面公安委員会公印規程の
規定により保管し、又は保存している文書の取扱いについては、なお従前の例による。
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